（Ⅳ）県内発生期
（Ⅴ）圏内発生期

	未発生期
	海外発生期
	国内発生期
	圏内発生期
	大規模流行期
	小康期


（Ⅴ）　　圏 内 発 生 期
（圏内で新型インフルエンザが発生した状態）
１　対策の実施体制
（１）方針

国内発生期における対策を充実強化し、早期対応により、市（町村）内における新型インフルエンザの感染被害を最小限に抑える態勢をとる。
（２）体制
各課は、基本的には、海外発生期以来の体制（（Ⅲ）の１の（２）を参照）を維持し、所定の対策や準備を推進していく。
（３）次期体制への移行
対策本部長は、圏内における新型インフルエンザの発生状況等から見て必要があると認めるときは、本市（町村）の対応を「大規模流行期」の段階へ移行することができる。

２　情報収集
（１）方針
圏内における新型インフルエンザの発生状況に関する情報や、その社会的・経済的な影響に関する情報を速やかに収集し、迅速かつ効果的な対策展開による住民生活の安定確保に資する。
（２）情報の収集

各課は、輻輳による通信の途絶等にも留意して多重化された情報伝達ルートを利用し、次のような情報を入手する。
	区分
	担当部局
	収集する情報

	新型インフルエンザの情報
	各課

	・国内及び県内での新型インフルエンザの発生状況
・県・他市町村の対応方針、対応状況
・各省庁、他の発生県等の対応方針、対応状況
・県内外の経済社会への影響状況

	
	健康福祉課


	・新型インフルエンザの特性等に関する情報

	交通機関の状況
	総務課
	・県内外の公共交通機関の運行状況

・従業員の罹患状況

	観光客の状況
	商工観光課
	・本県への観光客の入り込み状況
・全国的な旅行業者の動向

	福祉・医療への影響
	健康福祉課
	・福祉施設における発生状況と臨時休業の状況(｢社会福祉施設等にお
ける感染症発生時における報告について(平成１７年２月厚生労働省健康局長他通知)｣を参照）
・医療機関の状況

	ライフラインへの影響
	総務課

環境課
	・電気、ガス、上下水道、通信の状況

	生活必需品の需給等に関する情報
	市（町村）民課
	・食の安全、生活必需品の物価動向等に関する情報
・災害時等の物資提供に関する協定を締結している量販店等の店舗の状況

	
	農林課
	・農林水産物の生産、出荷、流通等の状況

	教育への影響
	教育委員会
	・学校における発生、臨時休業の状況

	経済への影響
	商工観光課
	・事業者の対応状況（臨時休業、イベント中止等）

・企業活動への影響状況


３　感染予防･まん延防止

（１）方針

感染が疑われる者への疫学調査や健康観察に引き続き協力しつつ、状況に応じて学校や福祉施設、集客施設の臨時休業、イベントの開催中止等を行い、市（町村）内における感染拡大を防止する。
（２）感染が疑われる者への対応

圏内で新型インフルエンザの患者が発生すると、その濃厚接触者が何人か発生するし、その他にも様々なルートで多くの疑似症患者等が発生するようになる。感染拡大を防止するためには、患者のほか、これら感染が疑われる者への対応が重要になるので、県が行う疫学調査や健康観察等には、引き続き健康福祉課が窓口になって積極的に協力する。
（３）学校に係る対応
ア　臨時休業
市（町村）立学校においては、次のような対応を行うものとする。
（ア）その学校の児童生徒等(他人に感染させるおそれのある時期に登校していなかった者を除く。)が新型インフルエンザに感染したことを確認した場合には、直ちに学校医や○○総合事務所福祉保健局（以下｢学校医等｣という。）と相談の上で、自主的に臨時休業すること。その際の休業期間は、ひとまず７日間程度とし、その間に当該学校の児童生徒等から新型インフルエンザ患者(疑似症患者を含む。以下同じ。)が新たに発生しなければ、学校医等と相談の上で休業を解除し、新たな発生があれば休業を延長すること。
（イ）さらに、感染拡大を防止するため必要があると認められた場合(患者の感染経路が確認できない場合、その発症前後の活動地域が広範に及ぶ場合、濃厚接触者が多数にわたる場合など)には、発症前後における新型インフルエンザ患者及びその濃厚接触者の活動地域や、児童生徒等の通学区域内に所在する全ての学校が一斉休業を求められるので、その場合には、患者が未発生の学校も、求められた期間中は臨時休業すること。
（ウ）臨時休業する場合には、その間における児童・生徒の家庭学習を支援・促進するため、必要な措置を講ずること。
イ　教育委員会における対応
（ア）教育委員会は、県教育委員会、総務課、健康福祉課等を通じて発生した患者の家族、学校等や発症前後の行動に関する情報を収集し、各学校がとるべき対応等について県教育委員会と協議する。
（イ）また、市（町村）立学校、教育機関、県教育委員会等との連絡を密にし、市（町村）立学校等の児童生徒等について、有症者及び新型インフルエンザ患者の発生状況の報告を求める。
　　ウ　学校におけるその他の対応
その他、市（町村）立学校においては、次のような対応を行うものとする。
（ア）校内対策会議を常設して対処方針を協議し、それぞれの対応マニュアルに基づく感染防止措置を実施するとともに、対外的な交流行事等は中止又は延期し、必要があればアの（ア）及び（イ）の場合以外でも、学校医等と相談の上で自主的に臨時休業すること。
（イ）児童生徒等の健康状態把握に努め、有症者に対しては、登校を控えて直ちに総合発熱相談センターに相談し、その指示に従うよう指導すること。
（ウ）学校内で有症者が発生した場合には、その者を直ちに個室に隔離した上で、○○総合事務所福祉保健局に連絡して適切な医療機関への搬送を手配すること。その後、関係する施設設備の消毒を速やかに実施すること。
（エ）児童・生徒及びその保護者に対し、ファクシミリ、電子メール、ホームページ等を利用して、次のような情報を正確に伝えること。
	①国内、圏内での発生状況、②新型インフルエンザの症状、特性等、③職場や家庭における注意事項（（Ⅰ）の５の（５）を参照）


（４）福祉施設に係る対応
　　ア　臨時休業
市（町村）立の通所施設は、次のような対応を行うものとする。
（ア）当該施設の利用者等(他人に感染させるおそれのある時期に通所していなかった者を除く。)が新型インフルエンザに感染したことを確認した場合には、直ちにかかりつけの医療機関や○○総合事務所福祉保健局（以下「かかりつけ医等」という。）と相談の上で、自主的に臨時休業すること。その際の休業期間は、ひとまず７日間程度とし、その間に当該施設の利用者等から新型インフルエンザ患者が新たに発生しなければ、かかりつけ医等と相談の上で休業を解除し、新たな発生があれば休業を延長すること。
（イ）さらに、感染拡大を防止するため必要があると認められた場合には、発症前後における新型インフルエンザ患者及びその濃厚接触者の活動地域や、利用者等の通所区域内に所在する全ての同種施設が一斉休業を求められるので、その場合には、患者が未発生の施設も、求められた期間中は臨時休業すること。
（ウ）当該施設が臨時休業している間、自宅で保育、介護等を受けることが困難な利用者(保護者が新型インフルエンザの診療やライフラインの維持に不可欠な業務に従事している者、介護できる家族等がいない者　等)については、特例的に当該施設での受入れを継続するか、他の施設に一時的に受け入れてもらうようにすること。
イ　指導体制の強化
（ア）健康福祉課は、発生した患者の家族、保育・介護の状況、発症前後の行動等に関する情報を収集し、市（町村）立の福祉施設がとるべき対応等を検討する。
（イ）健康福祉課は、市（町村）立の福祉施設の管理者との連絡を密にし、その利用者等について、有症者及び新型インフルエンザ患者の発生状況の報告を求める。
　　ウ　施設におけるその他の対応
市（町村）立の福祉施設においては、次のような対応を行うものとする。
（ア）施設内対策会議を常設して対処方針を協議し、それぞれの対応マニュアルに基づき状況によっては次のような感染防止措置も実施すること。
①有症者(出入業者や面会者のほか、場合によっては通所施設の利用者も含む。)の施設内への立入を制限すること。
②入所施設内で有症者が発生した場合には、これを直ちに個室に隔離した上で○○総合事務所福祉保健局に連絡し、受診する医療機関について指示を受けること。その後、接触者の健康調査や関係する施設設備の消毒を速やかに実施すること。
（イ）入所施設や在宅サービス施設は、上記①、②のような措置を徹底すること等により事業を継続し、休業等は極力回避すること。通所施設は、必要があればアの（ア）及び（イ）の場合以外でも、かかりつけ医等と相談の上で自主的に臨時休業すること。
（ウ）入所施設や在宅サービス施設で事業継続が困難になったときは、その利用者が本市（町村）による支援、又は他の同種施設の入所やサービスに円滑に移行できるよう、十分な調整を行うこと。
（エ）利用者等の健康状態把握に努め、有症者に対しては、通所・出勤を控えて直ちに総合発熱相談センターに相談し、その指示に従うよう指導すること。
（オ）利用者及びその保護者に対し、ＦＡＸ、電子メール、ホームページ等を利用して、次のような情報を正確に伝えること。
	①国内、圏内での発生状況、②新型インフルエンザの症状、特性等、③職場や家庭における注意事項


（５）集客施設に係る対応
　　ア　臨時休業
市（町村）営の集客施設においては、次のような対応を行うものとする。各課は、所管業務と関係する市（町村）営ではない集客施設に対しても、同様の対応を要請する。
（ア）市（町村）内で患者が相次いで発生するような段階になると、当該患者の疫学調査により、その者が特定の集客施設を利用し、そこで他の利用者や施設の職員と濃厚接触したことが確認される事態も生じてくる。そうした場合には、直ちに産業医や○○総合事務所福祉保健局（以下「産業医等」という。）と相談の上で、自主的に臨時休業すること。
その際の休業期間は、ひとまず７日間程度とし、その間に当該施設の利用者等と濃厚接触した新型インフルエンザ患者が新たに発生しなければ、産業医等と相談の上で休業を解除し、新たな発生があれば休業を延長すること。
（イ）さらに学校等の場合と同様に、感染拡大を防止するため必要があると認められた場合には、発症前後における新型インフルエンザ患者及び濃厚接触者の活動地域等を勘案して設定する一定の区域内に所在する全ての同種施設が一斉休業を求められるので、その場合には、患者が利用していない施設も、求められた期間中は臨時休業すること。
（ウ）臨時休業すると社会的・経済的に深刻な影響が生じる場合には、運営方法について感染拡大防止のための工夫（施設設備の徹底的な消毒、休業に至る事実関係とそれを踏まえた感染予防策の利用者への周知、職員に対する感染予防研修、出入口等への消毒剤設置など）を最大限に行うこと。そのようにした上であれば、営業等を続けるのもやむを得ない。
イ　その他の対応
その他、市（町村）営の集客施設においては、状況に応じて感染防止措置を強化するとともに、利用者等に基本的な感染予防策を周知徹底する。各課は、所管業務と関係する市（町村）営ではない集客施設に対しても、同様の対応を要請する。
（６）その他の社会的対応
ア　イベント等の開催自粛
各課は、本市（町村）主催のイベントや集会等の開催を原則として中止又は延期するとともに、本市（町村）以外が主催するものについても、同様の対応を要請する。ただし、中止等すると社会的・経済的に深刻な影響が生じるイベント等に関しては、運営方法について感染拡大防止のための工夫(参加者への感染予防策の周知徹底、運営スタッフに対する感染予防研修、会場への消毒剤設置などの感染防止措置、観客等の間の離隔距離確保、参加規模の縮小など)を最大限に行うこととする。そのようにした上であれば、開催もやむを得ない。
イ　宿泊施設の対応
商工観光課は、県と連携し、市（町村）観光協会などを通じて旅館、ホテル等の宿泊施設に対し、宿泊客や従業者の感染が疑われる場合には、それらの者が総合発熱相談センターに連絡した上で医療機関を受診するよう指導・手配すること、及び当該施設設備のうち感染源となるおそれがあるものの消毒を行うことを要請する。
また、宿泊客の健康状態の把握に努めるとともに、観光客誘致活動を自粛するよう併せて要請する。
４　医療の提供
（１）方針

圏内における新型インフルエンザの発生に対し、県及び近隣市町村と連携して、これまで整備されてきた体制を本格的に稼働させる。
（２）医療体制の稼働
この段階では、次のような体制で、新型インフルエンザに係る医療が提供される
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健康福祉課は、県や医師会、医療機関等と連携して、患者が増加して既存の医療施設では対応できなくなった場合に、臨時医療所を設置する準備を進める。
（３）ワクチン接種体制の確保

健康福祉課は、プレパンデミックワクチン又はパンデミックワクチンの接種が可能になった場合には、かねて策定されていた接種実施計画に基づいて接種が実施できるよう、必要な協力を行う。
５　情報提供
（１）方針
新型インフルエンザの圏内発生の状況をリアルタイムで情報提供して、住民に注意を促すとともに、社会・経済への影響が大きい学校や集客施設の臨時休業、イベントの開催中止等に関する情報も積極的に提供して、そうした対応に対する住民の理解と協力を確保する。
（２）個別的な情報提供
各課は、県と連携して、次のような情報についても、関係先に対して個別に提供する。
	担当部局
	提供先
	提供する情報

	各課

	関係する住民・事業者及び機関・団体
	・県内外における新型インフルエンザの発生状況
・新型インフルエンザの具体的症状、特性等
・新型インフルエンザに関する予防と対策の基礎知識
・職場や家庭における注意事項（（Ⅰ）の５の（５）を参照）
・学校や福祉施設、集客施設の臨時休業、イベントの開催中止等の状況
・総合発熱相談センターを始めとする相談窓口の連絡先等

	商工観光課
	交通事業者
	・県内外の公共交通機関の運行状況

	
	旅行業者
	・県内外の公共交通機関の運行状況
・観光誘客活動の自粛状況

	健康福祉課
	社会福祉協議会
	・新型インフルエンザで被害を受けた低所得者、障がい者又は高齢者の世帯が利用できる生活福祉資金（療養・介護等資金）の貸付制度に関する情報

	商工観光課
	市（町村）内の商工業者
	・感染拡大防止のため企業が自主的に行うべき対応

	農林課
市町村民課
	消費者
	・農林水産物の出荷情報
・食品との関連についての正確な情報


（３）広報
各課は、一般住民に向けて次の事項を広報する。
	項　目
	内　容

	一般的・基本的な情報
	・新型インフルエンザに関する基礎知識
・全国的な発生動向、対応状況等

	生活関連情報

	・生活必需品の需給動向等
・公共交通機関の運行状況
・学校や福祉施設、集客施設の臨時休業、イベントの開催中止等の状況
・医療機関等の状況(発熱外来の設置状況等)

	住民・事業者への呼びかけ

	・県内外の発生地域への旅行・出張等の自粛、イベント等の開催自粛
・職場や家庭における注意事項
・集客施設の営業自粛、その他感染拡大防止のため企業が自主的に行うべき対応
・インフルエンザ様症状があっても、軽症のときは救急出動要請を自粛
・新型インフルエンザによる被害への支援制度

	圏内での発生状況
	・県の公表事項に準じた情報（それ以上の情報を公表する場合は、住民が感染防止を図る上で必要な情報は提供しつつ、患者等のプライバシーや事業上の利益を不当に侵害しないよう、慎重な配慮が必要）


（４）相談窓口
新型インフルエンザに対する危機感から、窓口相談は一層増加すると思われることから、総務課及び健康福祉課は、状況に応じて窓口要員を増強するなど、新型インフルエンザに関する相談窓口の機能強化を図る。
６　社会・経済機能の維持
（１）方針
圏内でも新型インフルエンザが発生したことを受けて、ライフライン関係の事業者や生活必需品関係の事業者などに対し、感染防止措置を一層強化するほか、状況によっては事業継続や供給確保に係る措置も実行に移すよう働きかけるとともに、本市（町村）自体も、同様の対応を実施する。
（２）事業者の対応
各課は、県と連携して関係する事業者に対し、それぞれの業態に応じた感染防止措置を実施するとともに、事業所等で感染者が発生した場合には一時的に取引や事業を停止することや、維持すべき業務を継続するために必要な取組を実行に移すことを要請する。
特に、ライフライン関係その他の基本的な社会機能に関わる事業者（（Ⅰ）の６の（１）を参照）に対しては、次のような対応を要請する。
	事業継続
	・適切な情報収集と危機管理の体制を起動すること。
・引き続き、新型インフルエンザのまん延時にも維持すべき業務に係る要員や資材の確保に努めること。
・行政からの勧告、通知等に留意しつつ、策定していた事業継続計画に基づき、必要に応じて担当業務の交代や補助要員の活用などを実施すること。
・維持すべき業務に係る部署等においては、職場における感染防止措置（下記参照）を徹底して実施すること。
・必要に応じ、感染拡大時の代替的意思決定システム、代替的な施設設備等を起動すること。
・必要に応じ、維持すべき業務以外について、業務の縮小と従業者の自宅待機を実施すること。

・故障等がよく発生する箇所については、メンテナンスを強化すること。

	事業所での感染拡大防止
	・職場において、従来からの感染防止措置を強化し、次のような措置を可能な限り実施すること。
【感染防止措置の強化】
①定時検温等による従業者の健康状態把握、②ラッシュが回避できる通勤方法への変更、③交代制勤務や在宅勤務の導入、④情報通信手段の活用による外出･集合機会の削減、⑤対面会議や集合研修の中止･延期　等

・社員食堂や休憩所等は、従業者の集合を回避するため、状況によっては閉鎖すること。

・国及び地方公共団体の保健部局等からの各種要請に協力すること。
・従業者の発生地域への出張は、できる限り中止･延期すること。

	従業者の啓発

	・従業者及びその家族に対し、近隣における発生状況など新型インフルエンザに関する情報を正確に伝え、職場や家庭における注意事項（（Ⅰ）の５の（６）を参照）や健康状態の自己把握を徹底すること。

・従業者に対し、インフルエンザ様症状があれば出勤しないよう指導し、必要があれば、産業医等の意見を聞いた上で自宅待機とすること。


（３）市（町村）業務の維持
ア　事業継続計画
各課は、新型インフルエンザ対策に係る業務量の増大や罹患等により出勤できない職員の増加等に応じて、当該各課の事業継続計画に基づき、実施すべき業務を絞り込んで必要な人員を確保しつつ、必要な業務を継続・実施する。

総務課は、状況に応じて他の課からの職員派遣や臨時的な人員配置の見直しを行うとともに、市役所（町村役場）全体で人員不足が生じる場合は、県に職員派遣を要請する。
イ　職員の管理

（ア）業務管理
ａ　勤務形態の変更

総務課は、分散勤務（テレビ会議システム等も利用）、在宅勤務（集合抑止のため）、時差出勤（通勤時の感染防止等のため）、計画休暇（業務の縮小を伴う）等の措置が感染拡大防止のため必要かつ効果的と認められる課について、当該措置を実施するよう指導する。
　　　　ｂ　勤務中の感染拡大防止策

各課は、職員が勤務中に新型インフルエンザに感染しないよう、次のような措置を講じる。

・緊急を要するものを除いて対面による会議は中止又は延期し、原則として電話、ＦＡＸ、メール、Ｗｅｂ会議システム等を用いて情報を交換

・講習会、各種会議等多数の人の集合する行事への参加、出席を抑制

・県内外からの視察、研修等の受入れを中止

・出張など外出を伴う業務や不特定多数と接触する業務は縮小・抑制
ｃ　勤務外を含めた感染拡大防止策
各課は、所属職員に対し、勤務外におけるものも含む新型インフルエンザへの感染を防止するため、その発生情報を周知した上で、次のような対応を徹底するものとする。
・基本的な感染予防策（（Ⅰ）の５の（５）を参照）の徹底
・旅行の自粛
・公共交通機関による通勤を控え、自転車、自家用車等を利用

・大規模集会や興行施設など不特定多数の集まる場所への不要不急の外出の自粛
（イ）健康管理
各課は、所属職員に対し、新型インフルエンザの感染者を早期に把握し、感染拡大を防止するため、次のような対応を徹底するものとする。
・出勤前の検温
・感染の疑いのある職員（その家族も含む。）に対しては、総合発熱相談センターへの相談及びその指示に従った医療機関（発熱外来）の受診、インフルエンザ様症状が出た場合の報告（※報告事項：感染者の氏名、発症日、療養期間等）
・罹患した職員に対しては、出勤停止の命令（原則として通常の病気休暇若しくは病気休職又は特別休暇（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の規定による「就業の制限」に該当)で対応）
　　ウ　庁舎の管理

総務課及び各施設の管理者は、次のような措置を講じるものとする。
（ア）マスク及びハンドソープの設置（総務課は庁舎管理に係る部分、その他は各課で設置）

（イ）庁舎の衛生管理の徹底（消毒剤の散布など）
（ウ）庁舎内の不特定多数の者が集まる場所（食堂、住民コーナー等）の閉鎖（状況に応じて）
エ　市（町村）のライフライン事業

環境課は、上水道、下水道、一般廃棄物の処理、遺体の埋火葬の業務について、職場における感染予防措置を実施するとともに、状況に応じて事業継続計画に基づく取組みを実行する。

併せて、一般廃棄物に関しては、収集回数等の維持が困難になる事態に備え、住民や事業者に対し、ゴミの減量と排出抑制について協力を要請する。
また、新型インフルエンザによる死亡者の遺体は、状況によっては、墓地、埋葬等に関する法律第３条の特例により速やかに火葬するものとし、そのためにも、火葬場の稼働時間を延長するとともに、近隣の市町村等に対して広域受入れを要請する。火葬場の処理能力を超える遺体については、保管施設等を確保して一時保管する。
（４）住民生活の維持
ア　生活必需品の確保

新型インフルエンザが発生した影響で食料や日用品の流通が滞ったり、特定の食品に風評被害が発生したりするようであれば、市（町村）民課、農林課及び商工観光課は、消費者に冷静な対応を呼びかけるとともに、関係団体・事業者に対して、消費者への正確な情報提供、売り惜しみや便乗値上げの防止、在庫供出や早期出荷等を要請する。
また、災害時等の物資提供に関する協定を締結している事業者に対し、不足している物資の提供など必要な対応を要請する。
農林課は、県と連携して農協、漁協等の関係団体に対し、予め準備していた新型インフルエンザが発生した場合の対応（（Ⅲ）の６の（４）のアを参照）を、状況に応じて実行するよう要請する。
イ　生活支援の実施

福祉保健課は、在宅サービスが不可欠な高齢者や障がい者への医療・福祉サービス等の提供に影響が出る場合や、新型インフルエンザへの罹患で日常の買い物が困難になる世帯が発生する場合等には、県と連携して、それらへの生活支援（見回り、介護、訪問医療、食事や日用品の提供等）を実施する。


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































- 1 -
（Ⅴ）圏内発生期- 1 -

